
荒川区障がい者総合プラン策定委員会設置要綱 

 

令和５年５月１日制定 

（５荒福障第１３１４号） 

（副 区 長 決 定） 

 

（設置） 

第１条 荒川区（以下「区」という。）における市町村障害者計画（障害者基本法（昭和４５

年法律第８４号）第１１条第３項に規定する計画をいう。）、市町村障害福祉計画（障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第

８８条第１項に規定する計画をいう。）及び市町村障害児福祉計画（児童福祉法（昭和２２

年法律第１６４号）第３３条の２０第１項に規定する計画をいう。）（以下これらを「計画」

という。）の策定に当たり、専門家、区民その他関係者の意見を幅広く反映させることに

より、障害者の立場から計画の策定を進めるために、荒川区障がい者総合プラン策定委員

会（以下「委員会」という。）を設置する。 

 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項について検討し、その結果を区長に報告する。 

 （１） 計画の作成及び推進に関する事項 

 （２） 計画の評価及び見直しに関する事項 

 （３） その他計画の策定に関し区長が必要と認める事項 

 

（組織） 

第３条 委員会は、次に掲げる者のうちから、区長が委嘱し、又は任命する委員３０人以内

で組織する。 

 （１） 学識経験者 

 （２） 区民 

 （３） 区の区域内（以下「区内」という。）の障害者団体の代表 

 （４） 区内の福祉・医療関係団体の代表 

 （５） 区内の障害者就労支援団体の代表 

 （６） 区内の相談支援事業者の代表 

 （７） 関係行政機関等の職員 

 （８） 区職員 

 （９） その他区長が必要と認める者 

２ 前項第８号の委員は、福祉部を担任する副区長、福祉部長、健康部長、子ども家庭部長

及び教育部長の職にある者をもって充てる。 

 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、前条第１項の規定による委嘱又は任命の日から第２条の規定による

報告の日までとする。 



 

（委員長等） 

第５条 委員会に委員長を置き、第３条第１項第１号の委員のうちから委員の互選によりこ

れを定める。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 委員長に事故があるときは、あらかじめ第３条第１項第１号の委員のうちから委員長の

指名する者がその職務を代理する。 

 

（会議） 

第６条 委員会の会議は、委員長が招集する。 

２ 委員長は、やむを得ない事由により前項の規定による招集をすることが適当でないと認

めるときは、委員に対して書面による協議をすることにより会議を開くことができる。 

３ 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者に会議への出席を求め、意見を聴

くことができる。 

４ 委員会の会議は、公開とする。 

５ 委員長は、委員会の会議の傍聴人が乱暴な言動等により、委員会の議事を妨げるときは、

当該傍聴人に対し、退室を求めることができる。 

 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、福祉部障害者福祉課において処理する。 

 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、福祉部長が別に

定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、第２条の規定による報告の日をもって、その効力を失う。 

  


